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判例研究
「大学」の自治と可罰的違法性
一東北大学自治侵害事件（最判1975・12・25刑集29・11・1007）一
清水晴生《事実》当時農学部移転が懸案だった東北大で、学生らは、教育学部での教員養
成課程分離の前例同様、学部の意向を無視した移転決定等が17日の評議
会で強行されると観測し、反対抗議を行っていた。大学事務当局は学生ら
により以前同様の妨害がなされるのを恐れ、16日に大学本部2階廊下に
遮断扉を新設した。
17日学生らは、新設扉設置につき階下に集まった学生に説明せよと事
務局長に要求し、抵抗する同人を椅子毎連れ出そうと椅子を揺り動かして
倒すなどし、更に同人が座り直した椅子を廊下方向へと押し出した。また
事務局長机上で発見された学生の思想調査文書らしき書類を総務掛長がポ
ケットにしまい込んだことに対し、階下で提出させるべく数名の学生が両
脇から腕組みする汝どして階段降り口付近まで引きずり出し、更に抱え上
げて階段を運び降り、学生の集まっていた階下ホール床上に下ろされた同
人に対し書類の提出を要求し、これが拒否されると数名の学生で抱え上
げ、ポケットから書類を取り上げた。
《判旨》
原審が学生らの行為にっき「大学内における思想の自由を擁護する目的
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に出たもの」、あるいは「社会通念上、その目的を達する手段において相
当性を逸脱しているものとは認め難いところである。すなわち、被告人ら
の行為は、その動機、目的の正当性に照らし、かっ、採った手段において、
その際における具体的状況に照らし相当であり、法益侵害の程度が軽微で
あることにもかんがみれば、右の行為により保護される法益と侵害される
法益との均衡の点からみて、右は法秩序全体の理念に照らし、前記罰条を
もって処罰しなければならないほどの違法性があるとは認められない。結
局被告人両名の行為は、実質的違法性を欠き罪とならないものと認めるべ
きである」としたのに対し、最高裁は、学生らの「各行為は、法秩序全体
の見地からこれをみるときは、原判決の判示するその動機目的、その他諸
般の事情を考慮に入れても、なお、到底許容されるものとはいい難く、刑
法上違法性を欠くものではないというべきである。したがって、実質的違
法性を欠くとして無罪を言い渡した原判断には法令の違反が」あるとし
て、これを破棄した。
《解説》
一刑罰規定における構成要件もまた、実定法規に必然的な抽象性を免
れない行為類型として規定され、実質的には不法でない具体的行為をも包
摂する可能性を孕んでいる（拙稿・法学66・4・470）。それ故被害者に同
意のある場合を始め、刑法総則上明文を以って規定された正当化事由があ
る場合以外でも、実質的判断の結果として行為の違法性が否定される場合
のあることについては、判例・学説共一貫してこれを認める。特に形式的
判断によれば刑法上の暴行、有形力行使の範疇に包摂されうるが、憲法上
保障された権利の正当な行使であるという場合、憲法を頂点とする法秩序
全体の見地から見て、当該罰条の予定する刑法上の違法性を尚十分具備す
るに足るものであるかが実質的に判断されねばならない（実質的違法性。
違法が全法秩序で一元的か相対的かの争いもこうしたエクレクティクな立
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場に収敏すべきである。後掲佐伯・15、林・37、生田・47、岡本・292）。
そこでは一般に、行為の目的の正当性、手段の相当性、行為の緊急性・
必要性が具体的事情を考慮して判断されるべきとされている。
二本件学生らが起訴された暴力行為等処罰に関する法律一条の罪は、
単なる共同正犯の場合と区別された加重類型である以上、単に複数人の関
与の点のみを加重根拠としえず、特にその暴行・脅迫については一定程度
高度と言える程の違法性が一般的に予定されていると解さざるをえない
（後掲岡本・350）。
三実質的違法性の判断における行為の目的の正当性を本件に即して評
価する際には、大学での学間の自由とその保障たる大学自治における学生
の地位に関する評価を捉え、これを憲法上正当な目的の枠組みとしうるか
が考慮されねばならない。本件控訴審が示した「学生は、大学における不
可欠の構成員として、学問を学び、教育を受けるものとして、その学園の
環境や条件の保持およびその改変に重大な利害関係を有する以上、大学自
治の運営について要望し、批判し、あるいは反対する当然の権利を有し、
教員団においても、十分これを耳を傾けるべき責務を負うものと解せられ
る」（1087）との理解は学説上広く受け入れられ、他方本件最高裁が結論
を維持した第一審も「大学の制度、施設の改廃設定に関し、その担い手で
ある大学の学長、教授その他の研究者が自主的に決定し管理すべき権限と
責任を有することは、大学の自治の当然の帰結であるが、大学教育の場で
一分子を構成する学生においても、大学の諸問題に対する意思を、右権限
と責任を有する教員団に反映させることは望ましくもあり、このためには
常に両者間に相互に批判的なコミュニケーションと学問的対話が行われて
いることが望まれる」（1069）と判示していた。
学生・大学院生・研究生らが、一般の市民と同様、特に本来的に権力に
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萎縮させられることのない大学内で、世界、自然、人間、社会等に関する
真理に対し、全人格的価値判断に根差した批判的探求・考究をなし、その
実践たる発表、討論等が真摯に行われる限り、これらが大学研究者らの研
究・発表・教授の自由とその保障たる大学自治とに関し（最終責任は大学
にあるにせよ）相互補完的に作用し合うことは、知の流通が学問の本質で
あるとすれば言うまでもない。これは昨今の社会に「開かれた大学」にお
いても変わらない。民主主義的な意味での大学自治の重要性は、それがも
う一つの権威として権威（独裁）批判を含意する点にある。その批判する
権威（大学）が正しくもう一つの権威たりうるためには、市井・非権威
（学生）の批判に不断に晒されなければならないのである（1）。
四憲法上の価値の葛藤において「実質的」違法性が問題とされる以
上、法益の権衡、手段の相当性も実質的・具体的に判断される。この意味
で具体的場面での手段の相当性は、追求された正当な目的に対する不当・
不法な行動や抵抗との間で相関的に評価されねばならない。不当にして横
暴・強硬な行動や抵抗に対して、あくまで平和的解決を志向する中での、
殴打等の苛虐的なものでない単なる有形力行使であったか、そうではなく
（1）おなじことを憲法上の権利・自由に即していうならば、人事や研究・教授（した
がってひいては思想・良心・表現）の自由をとおして（国家的富国（経済）・強兵（軍
事）とは異なる）社会・文化の自生的発展（これはひいては個人個人のよりよく暮ら
し・生きる自由に資すべきもの）に寄与するところのく学問の自由の行使主体として
の大学という団体を構成する大学生が、社会・文化の発展を期して精神的活動を展開
するところの精神的自由の主体・公器たる資格・内実の如何を大学に対して問うと
き、その行動はひいては大学の精神的活動の自由な発揮・展開の一部をなすもの（し
かもだからこそそれが社会性・政治性を帯びることはむしろ当然である）と解するこ
とができる。
他方でまた、同様の精神的自由行使の主体たる個人たるべく生活し・成熟するため
に存する社会権（生存権・労働基本権や教育を受ける権利）に関連して、教育を受け
る権利の実現に必要的な教育の送り手（したがってその活動は憲法26条においてとも
に保障されなければなるまい）が社会・文化のあり方を批判的に検討しさらに発展さ
せるという精神的活動の有り様を現実の行動をもって示し教えるとき、それが個人個
人がよりよく暮らし・生きることのできる社会・文化の自制的発展を否定するもので
ない限り、そうした思想・良心を表現する行動による教授は憲法19条（思想及び良心
の自由）によって保障されるのみならず、同26条1項（教育を受ける権利）によって
も保障されるものと解される（最3小判2007・2・27民集61・1・291参照）。
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むしろ正当な行動・抵抗に対し苛虐的態度に出たものであったかが区別さ
れねばならない。
本件では、認定事実に鑑みれば、学生らが苛虐的手段に及ぶとは殆ど予
測されない状況にあったと言え、また、侵害された法益において積極的に
認定可能な不法の程度もさほど高くなかったと思われる。
五行為の緊急性・必要性の判断に際しては、正当な目的に対して行わ
れた不当な干渉・抵抗に関する証拠の保持・確保という性格の有無が考慮
されねばならない。証拠は現場で確保される点に本質を有し、後から平和
的に提出を求め、あるいはその存在を認めさせることの可能性を云々する
余地は殆どない。
また、学生との対話・コミュニケーションが要請される状況で、一方的
に遮断扉の設置という物理的措置に訴え、相手方の不信を自ら招く態度に
先行して出たことは、本件証拠確保行為の緊急性・必要性を実質的に高め
たと客観的に認められ、あるいは少なくとも学生らのそうした判断を無理
からぬものとしたと言える。
六関連する判例として、ポポロ事件最高裁判決（刑集17・4・370）、
大阪学芸大事件控訴審判決（判時457・14）がある。
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